









本報告書は､平成1 2年度から平成14年度にわたって行った､ ｢1 999年(内閣･
国家行政組織･地方分権)改革｣の研究に関する成果をまとめたものである｡
本研究は､ 1 9 9 9年7月に公布された｢地方分権の推進を図るための関係法律の整備
等に関する法律(平成1 1年法律第8 7号)｣､および｢内閣法の一部を改正する法律(平
成1 1年法律第88号)｣をはじめとするいわゆる中央省庁等再編1 7法律による国･自































稀記念･行政法の発展と変革　下巻』 (有斐閣､ 2001年) 333-355頁
2.稲葉馨｢国と自治体との関係一国の関与を中心として-｣佐藤英善編著『新地方自

















翌年1 2月3日に本文1 2 3頁におよぶ『最終報告』 (以下､行革会議最終報告とする)
をまとめた(1)｡これを受けて､具体的な改革に向けた｢プログラム｣を示す中央省庁
等改革基本法(平成10年法律103号)が制定され､この｢プログラム｣を個別の法令
に具現する膨大な作業が1 9 9 9年(内閣法の一部改正をはじめとする1 7件の中央省庁

































































































られた行政官庁法(昭和2 2年法律6 9号)の関係条文および国家行政組織法(昭和2 3

















































































(5)　小嶋和司『憲法概観』 (良書普及会､ 1987年) 436頁以下｡
























信書『全訂日本国憲法』 (日本評論社､ 1978年) 551貢､ 556貢､近時
のものとして､塩野宏『行政法Ⅲ』 (有斐閣､ 1995年) 51-52頁がある














(18)　清水伸編著『逐条日本国憲法審議録第3巻』 (有斐閣､ 1962年) 347頁






























幸治-初宿正典-大石鼻編『憲法五十年の展望Ⅰ』 (有斐閣､ 1 998年) 25
7頁以下､佐藤幸治｢日本国憲法と行政権｣京都大学法学部百周年記念論文集刊








日本国憲法下巻』 (青林書院､ 1988年) 1086-1087頁〔中村執筆〕
参照｡
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































(46)　例えば､旧法務省設置法では､ ｢検察に関する事項｣ ･ ｢矯正に関する事項｣ ･
｢人権の擁護に関する事項｣などとなっていた｢任務｣規定は､新たな法務省設
































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ある｡ 1 9 5 6年までの法案が､基本的に前述の人事院廃止案に呼応して､人事院を総理
府の外局たる国家人事委員会に改めるというものであったのに対し､ 1 960年から1 9


























けて1 9 8 4年7月1日に発足した総務庁は､従前の行政管理庁と総理府本府に属する人
事局･恩給局･統計局･青少年対策本部等とを統合したもので､これ-の人事院権限の一
部移管は実現しなかった｡

































































との関係については､行政改革会議から早期検討の要請を受けて(同会議･ 1 9 9 7年9
片3日｢中間報告｣参照)､内閣機能強化と省庁再編に密接に関連する､中央人事行政機
関の機能分担の見直し･人材の一括管理システムおよび内閣官房等の人材確保システムに
ついて緊急に意見のとりまとめを行った､公務員制度調査会｢意見｣ (1 997年1 1月

































































































































































































































































































































































講座第2巻･行政の歴史』東京大学出版会､ 1 976年､ 1 33頁以下､人事院
編『人事行政五十年の歩み』 1998年､ 79頁､ 184頁以下､鹿児島重治-















して､ ｢行政運営の首脳部の号俸格付け｣ ･ ｢級別定数の設定､管理｣ ･ ｢研修の実



























位をめぐる問題｣人事院『国家公務員法沿革史(記述編)』 1 975年､ 344
貢をも参照｡
(24)　定員管理についても同様であるが､その点も含め､とくに､浅井･前掲注(3)
76頁､佐藤功-鶴海良一郎『公務員法』日本評論社､ 1 954年､ 96貢参照｡
(25)　浅井･前掲注(3) 74頁､鹿児島ほか･前掲注(7) 116頁｡会計検査院
法第2条に対し､批判的考究をなすものとして､森田寛二｢『機関』の概念､そ










































































大臣と並び｢中央人事行政機関｣として位置づけられている人事院は､ 1 948年1 2月
の同法改正(昭和23年法律第222号｡通常｢第一次改正｣と称されているものである




























































































































新聞1 998年8月1 ･ 1 1日合併号)､他方では労働基本権に対する現行の制約を維持
しつつ｢代償制度である人事院の役割を大幅に縮小｣することに批判が向けられる(例え













































































































































































































































































































さらに重要な意味を持つのではないかと思われるのは､ 1 9 5 2年の｢労働関係調整法




















































































































































































おそらく､ ｢任務｣規定らしきものを敢えて挙げるとすれば､ Ⅱ ･③の例からもうかが
えるように､所掌事務を列挙した国公法第3粂第2項に見える｢その他職員に関する人事
行政の公正の確保及び職員の利益の保護等に関する事務｣という文言に着目し､ ｢人事行












大系第九巻』 (有斐閣､ 1984年) 148頁以下､香城敏麿｢判例解説｣ 『最















本権｣日本労働法学会編『講座二一世紀の労働法第八巻』 (有斐閣､ 2 0 0 2年)
1 9 9頁以下参照｡









(12)　中山和久｢国際労働基準､代償措置論｣法律時報臨時増刊6 1巻1 1号(1 9
89年) 101貢以下o_
(13)　西谷敏｢労働基本権の保障の意義｣法律時報臨時増刊61巻1 1号(1 989





(16)　連合官公部門連絡会『r公務員制度改革大綱｣とその問題点』 (2 00 2二年)
5貢｡ただし､ ｢基本要求｣は｢公務員の労働基本権の回復｣である｡
(17)　さし当たり､渡辺保男｢日本の公務員制｣辻清明編『行政学講座第二巻』 (東
京大学出版会､ 1976年) 133貢以下､人事院･前掲注(3) 79頁､ 18
4貢以下､稲葉･前掲注(15) 2貢､鹿児島重治-森園幸男-北村勇『逐条国家













(26)　中山和久『ILOと労働基本権』 (日本評論新社､ 1963年) 135貢以下参
照｡
(27)　片岡昇｢人事院勧告の凍結と代償措置の限界｣季刊労働法1 26号(1 982


































務員法･地方公務員法』 (青林書院､ 1997年) 155頁〔藤原恒夫執筆〕､
また､身分保障については､札幌地判平成9年1 1月27日判時1632号13
2頁など｡







































(56)　峯村光郎『公共企業体等労働関係法』 (有斐閣､ 1961年) 31頁､同『公









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































公共団体の意思決定のあり方を含む組織構成について自ら決定する権能｣ ( 1 )について､
ドイツの自治組織権論を素材に､いささか原理的な考察を試みた(2)｡ここでは､この
自治組織権をめぐるわが国の実定法制上の課題について､検討しようとするものである｡
地方自治法第-三八条の四第三項は､ ｢普通地方公共団体は､法律又は条例の定めると
ころにより､執行機関の附属機関として自治紛争処理委員､審査会､審議会､調査会その
他の調停､審査､諮問又は調査のための機関を置くことができる｡ (以下略)｣と規定し､
自治組織権のあり方としては､いわゆる附属機関条例主義を採用している｡しかし､国の
行政組織の場合と同様､いわゆる｢私的諮問機関｣ ･ ｢事実上の諮問機関｣とも呼ばれる
(3)､法律や条例に基づかない｢審議会｣の類(以下､法定外審議会とする)が自治体
において設置されている｡しかも､その｢委員｣には､報酬･旅費･謝金(報償費)とい
った形で公金が支出されており､後に見るように､住民監査請求や住民訴訟において問責
の対象ともされている｡これは､見方によっては､附属機関条例主義が生み出した影の問
題ともいえるように思われる｡そこで､この間題を中心に､自治組織権の法的位置付けと
そのあり方について､考えてみることにしたい｡
(1)　塩野宏『行政法Ⅲ』 (一九九五年)一二五頁｡
(2)　稲葉馨｢ドイツの自治組織権論｣新-早坂-赤坂編『公法の思想と制度』 (一
九九九年)三七七頁以下｡
(3)　原拓二｢市民参加としての諮問機関｣天野-岡田-加藤編著『政策法務と自治
体』 (一九八九年)五九～六〇頁｡
二　憲法による自治組織権の保障
1　憲法上の自治的諸権能の要素としての自治組織権
自治組織権は､日本国憲法によって自治体に保障された自治的諸権能のひとつとして､
法律によっても奪うことのできないものとされてきた(4)｡近時､地方分権推進委員会･
第二次勧告(一九九七年七月八日)も､ ｢自主組織権は､憲法が保障する地方自治の本旨､
とりわけ団体自治に由来する基本的な権能である｣と述べているが､成田頼明氏は､いち
早く次のように論じていた｡自治体は｢国から独立した公法人として､憲法九二条により､
憲法九三条及び法律の範囲内で自治組織権を保障されているものとみるべきである｡法律
が地方公共団体の組織について大綱的規定を設けることはもちろん許されるが､地方公共
団体の自治組織権を否定して､国の行政機関の場合のように国の法令で細部末端まで画一
的に法定化したり､組織の改廃をすべて自治大臣の認可制にしたりすることは､組織権の
本質的内容を侵すものといわなくてはならないであろう｣ (5)と｡この点からみるかぎ
り､自治体は､憲法によって保障された自治組織権をつうじて､工夫次第では､個性ある
-Il4-
･多様な相貌(組織)を示すことも不可能ではないはずである｡
2　憲法規定と自治組織権
もっとも､憲法に｢自治組織権｣の保障が明記されているわけではない｡そこで､自治
組織権の保障を先の成田説のよタに憲法第九二条に求める見解(前記地方分権推進委員会
勧告も同旨)のほか､憲法第九四条を根拠とする説も存在する｡たとえば､今村都南雄教
授は､ ｢九四条に定められた『地方公共団体の権能』の当然の内容として､自己の行政を
遂行するために必要な組織機構をみずから定める『自治組織権』が認められているという
べきである｣としている(6)｡しかし､第九四条は､財産管理･事務処理･行政執行の
各(作用)権能と条例制定権を列挙するにとどまっており､今村教授も､右の結論を導く
に当たり､ ｢元来､ 『地方自治の本旨』に基づく地方公共団体の存立とその運営を保障する
~憲法の規定に従うならば｣との前提から出発している(7)｡いずれの見解によっても､ ｢地
方自治の本旨｣解釈が基本に据えられているといえよう(8)｡
他方､憲法第九二条自体が､ ｢地方公共団体の組織及び運営に関する事項は､地方自治
の本旨に基いて､法律でこれを定める｣とし､自治体組織の国家法による法定を予定して
いる｡地方自治法(昭和二二年法律第六七号)は､この規定を受けて｢地方公共団体の組
織及び運営に関する事項の大綱｣などを定めることを誇っている法律である(第一粂)｡
さらに､塩野教授は､ ｢議事機関｣としての議会設置と長･議員等の住民公選について
定める憲法第九三条についても､ ｢地方公共団体の機構のあり方まで憲法典に定めること
が､果たして地方自治の本旨に適合的かどうかは問題となるところ｣であるとされている
(9)｡
このように､憲法自身が､議会と首長との二元代表的構造を要求しているように見え(1
0)､加えて､法律による自治体組織規律を予定している点で､自治組織権には憲法上二重
の制約が課されているといえよう｡したがって､国家法による規律と自治組織権の尊重と
いういずれも憲法に由来する二つの要請を､いかに調和させるかという課題が生ずる｡こ
の点につき､塩野教授は､ ｢確かに､法律自体において､地方公共団体の裁量の及ぶ範囲
を広く認めているところがある｣が､ ｢組織は自ら決めるべし､ということを基本にする
と､現在の規律の仕方は細かすぎるという批判が可能である｣と指摘されている(ll)｡
地方自治法が採用する附属機関条例主義自体は､法律が自治組織権をひとまず｢尊重｣
している例ともいえようが､その問題に立ち入る前に､これまで自治組織権に係る法律上
の阻害要因として指摘されてきた若干の論点をとりあげ､コメントを加えておくこととし
たい｡
3　法律による自治組織権-の介入
( 1 )都道府県の首長内部部局編成-の介入
一九九一年改正前の地方自治法第一五八粂第-項は､都道府県知事の権限に属する事務
に係る分掌組織(首長部局)について､都道府県の一府県については人口段階に応じた一
標準的局･部を定め､当該局･部の名称とその分掌事務を例示していた(標準局都制)｡
これらの局･部は条例により設置することとされており､知事は､必要があればその数を
増減することもできるが､組織の効率化･合理化につとめる(第二条第-三項･一四項参
鰭)と共に､ ｢他の都道府県の局部の組織｣のみならず｢国の行政組織｣との｢権衡｣が求
められ､さらに､標準数を超過して局･部を設けるときは自治大臣との事前協轟を要する
-JJ7-
ものとされていた(同条第二項･第三項)｡このような方式は､主として行政機構簡素化
のため､一九五六年の地方自治絵改正によって導入されたものである(12)が､比較的に自
治組織権が尊重されてよい自治体内部組織に係るものであるだけに､疑義も強く､ ｢辛う
じて憲法の許容するものといえよノうか｣との評価(13)を受けていた｡
のみならず､このような首長内部部局-の国家法による介入は､地方自治法制定当初の
局部法定制(14)､さらには､その原型ともいえる戦前の地方官官制(15)にまで遡るもので､
機関委任事務制度と結合して､国の｢縦割り行政による多元的統制｣ (｢国の行政組織｣と
の｢権衡｣ !)を担保する手段ともされてきた(16)｡
地方自治法による以上のような介入･統制は､同法が自称している自治体｢組織｣に関
する事項の｢大綱｣規定(第一条)というには詳細に過ぎるものであり､早晩､改められ
るべきものであったといえよう｡同法第-五八条第-項は､一九九一年改正(平成三年法
律第七九号)により､自治体が｢時代に即応した組織改変を弾力的に行い得るようにする
ため｣ (17)､都道府県の局･部の数のみを(人口段階に応じて)指定する(局･部の名称
提示と事務例示の廃止｡局部の数もおおむね引き上げられた)現行の方式(法定局部数制)
を採用することとなった｡さらに､法定局部数を超過して局･部を設置する場合の事前協
議制も､一九九七年の改正(平成九年法律第六七号)によって､地方分権の推進に伴う手
続の簡素化の観点から(18)､現行の届出制に改められた｡しかし､このような法定局部
数制自体､ ｢法律が､かなり詳細な基準を定めている｣場合の｢典型例｣とされており(19)､
自治組織権尊重の観点からは､なお課唐を残すものとなっているように思われる｡
(2)執行機関法律主義
地方自治法第-三八条の四第一項は､ ｢普通地方公共団体にその執行機関として普通地
方公共団体の長の外､法律の定めるところにより､委員会又は委員を置く｣と定めている｡
ここで｢執行機関｣とは､ ｢それぞれ独自の執行権限をもち､その担任する事務について､
当核普通地方公共団体の意思を自ら決定し､表示しうるところの機関｣を指すもので､そ
のような機関の｢設置は､普通地方公共団体の根本組織に関するものである｣ところから､
それを｢設置するには､必ず法律をもってしなければならない｣というのが右条項の趣旨
とされている(20)｡同法上の｢執行機関｣は､従来一般に｢行政官庁法理論｣にいう｢行
政庁｣に該当するものと解されてきた(21)ため､自治体が条例をもって独自に｢行政庁｣
を設置しようとする際の障害となってきた｡
この点については､ ｢自主条例でその自治体かぎりの自治行政を定めたときに住民参加
の『委員会』制を定めえないとするのは､分権自治体の自治組織権を侵すもので『地方自
治の本旨』に反する｣との視点から､ ｢右の自治法条文は『法律に基づく』法定行政の話
だと読むべき｣とする有力な見解がある(22)｡少なくとも､情報公開制度の導入に際して
論議された､いわゆる情報公開審査会の裁定機関化(23)については､附属機関として(条
例で)設置することも不可能ではないように思われる(24)｡ ｢執行機関である委員会が自
ら行政を執行することを任務とする機関であるのに対し､附属機関は､自ら行政を執行す
るのではなく､執行機関の執行の前提として必要な調査を行い､又は意見を述べる等の事
務を担任する機関である｣という理解(25)もあるが､建築審査会や開発審査会などのよう
に､個別法律に根拠を持つものとはいえ､不服審査の裁決権を(も)有する附属機関の実
例が存在する(26)｡事情は､ ｢重要事項に関する調査審議､不服審査その他学識経験を有
ーJJ曾-
する者等の合議により処理することが適当な事務をつかさどらせるための合議制の機関｣
について定める国家行政組織法第八条についても同様(裁決権を有する八粂機関として社
会保険審査会や公害健康被害補償不服審査会などがある)であり､地方自治法第-三八条
の四第三項および第二〇二条の三第一項の｢審査｣には｢不服審査｣も含まれ得ると読む
ことができよう｡附属機関の庶務は｢その属する執行機関において掌る｣のが原則(第二
〇二条の三第三項)であり､執行機関付置という附属機関の性格を変えることはできない
が､当該執行機関の所掌事務に関連してその附属機関に(能動的な行政活動権限ではなく
受動的なものにとどまる)裁決権を付与することまで禁じられていると解する必要はなか
ろう｡
(3)必置規制
｢国が､地方公共団体に対し､地方公共団体の行政機関若しくは施設､特別の資格若し
くは職名を有する職員又は附属機関を設置しなければならないものとする｣必置規制(地
方分権推進法第五条)も､従来から自治組織権(および人事権) -の重大な制約要因とみ
なされてきた(27)｡一九九五(平成七)年法律第-〇九号による改正後の地方自治法別表
第五から第七までに掲記された個別法令に基づく必置規制(施設を含まない)だけでも､
都道府県において四行政機関･四四職員･四〇附属機関､市町村では-行政機関･一七職
員･一五附属機関にのぼり､前年の東京都調査によると､二二行政機関･施設(附属機関
や地方自治法第-五六条の｢行政機関｣にも当たらないものを指す)､四一職員､四〇附
属機関の計一〇三件(個別法令に基づくものに限る)となっている(28)｡
これまで､ (第二次)臨時行政調査会･第三次(基本)答申(一九八二年七月三〇日)
や臨時行政改革推進審議会｢地方公共団体に対する国の関与､必置規制の整理合理化に関
する答申｣ (一九八四年一二月一八日)などにおいても､自治体の自主性尊重と行政改革
(地方行革)の観点から必置規制の｢整理合理化｣が唱えられ｢地方公共団体の事務に
係る国の関与等の整理､合理化等に関する法律｣ (昭和六〇年法律第九〇号)などによっ
て一定の見直しが行われてきたが､ナショナル･ミニマム確保の要請を考慮したとしても
なお過剰というべき規制が存置されていた｡前記の地方分権推進委員会･第二次勧告は､
自治体の｢自主組織権を尊重し､行政の総合化･効率化を進めるため､これを必要最小限
のものにとどめ､その廃止･緩和に向け抜本的見直しを行うことが必要｣とし､さらに憲
法第九二条の趣旨から必置規制は｢法律又はこれに基づく政令の定めるところによる場合
に限定されなければならない｣と断じている(29)｡これを受けて､いわゆる地方分権一括
法により必置規制の一部廃止･緩和が行われたが､三八法律四七件にとどまり(30)､依然
として｢抜本的見直し｣の余地を残している｡
(4)　藤田宙靖『行政組織法』 (一九九四年)二〇五～二〇六頁など｡
(5)　成田頼明｢地方自治の保障｣田中二郎編集代表『日本国憲法体系第五巻』 (一
九六四年)二九八貢｡
(6)　今村都南雄｢地方公共団体の組織編成｣雄川-塩野-園部編『現代行政法大系
8』 (一九八四年)八三貢｡他に､憲法第九四条説をとる例として､室井カニ原
野観編『新現代地方自治法入門』 (二〇〇〇年)二一〇貢〔渡名喜庸安〕､秋田周
『執行機関･共同処理』 (一九七三年)一五～一六頁などがある｡
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(7)　今村･前出注(6)八三頁｡
(8)　ちなみに､ ｢自治組織権(Kommunale Organisationshoheit)｣の保障が憲法で
直接に明記されていない点では同様な事情にあるドイツにおいては､何らかの明
文に根拠を求める見解叫まか､憲法によるr地方自治主体の独立存在｣の承瓢を
前提とする｢不文の憲法保障｣説が有力に説かれている(稲葉･前出注(2)三
八七貢以下参照)｡
(9)　塩野･前出注(1)九四～九五頁｡
(10)　もっとも憲法上も｢純然たる二元的代表制と異なった組織形態をとりいれる余
地が残されているのではないか｣という見解(今村･前出注(6)七三頁)もあ
り､塩野教授も､ ｢長の側で､市支配人に相当する者に大幅に権限を委任して専
門的な経営をさせる｣といったように､その具体的構成において弾力的に考える
余地を認めておられる(塩野･前出注(1)一二六貢)｡
(ll)塩野･前出注(1)一二七頁｡
(12)俵静夫『地方自治法』 (一九七五年)二二六頁､林忠雄｢地方自治法一部改正法
の成立とその運営｣自治研究三二巻六号(一九五六年)三三頁｡
(13)成田･前出注(5)三〇〇頁｡
(14)制定当初の地方自治法(昭和二二年法律第六七号)第一五八条第-項は､ ｢都道
府県知事は､その権限に属する事務を分掌させるため､左に掲げる局部を設けるも
のとする｡但し､必要があるときは､条例で､局部を分合し又は事務の配分を変更
することができる｣とし､道府県については､総務部･民生部･教育部･経済部･
土木部･農地部･警察部の七都制として､それぞれの事務を列挙していた｡
(15)地方官官制(大正一五年勅令第-四七号)は､第一二条以下において､府県の内
部組織(知事官房および部)とその所掌事務を統一的に規定し､その上で､内務大
臣が必要に応じて別の部を設置することができるという方式をとっていた｡
(16)のみならず､中央省庁による系列化が｢例外的に認められた増部の協議による部
の設置｣を一般化させ､ ｢当初の標準的規格からのズレが一層目立つようになって｣
当該規定の｢空文化｣さえまねくこととなった｡この点も含め､今村･前出注(6)
九〇～九二頁参照｡
(17)宮島守男｢行政事務に関する国と地方の関係等の整理及び合理化に関する法律｣
法令解説資料総覧一一五号(一九九一年)二七貢｡
(18)成田-園部-金子-塩野編『注釈地方自治法(全訂)第一巻』二八五三頁〔田中
館照橘･斎藤誠〕｡山崎重孝｢地方自治法の一部を改正する法律について(上)｣地
方自治五九九号(一九九七年)二〇一二一頁｡
(19)藤田･前出注(4)二〇六頁｡
(20)以上､長野士郎『逐条地方自治法〔第-二次改訂新版〕』 (一九九五年)三九六～
三九七貢､四〇〇～四〇一貫｡
(21)塩野･前出注(1)一四五貢｡
(22)兼子仁『新　地方自治法』 (一九九九年)一〇七頁｡
(23)自治体の情報公開審査会は､いわゆる諮問機関(ないし参与機関)として設置さ
れているが､それは､執行機関ないし裁決権を有する審査機関(行政庁)法律主義
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を前提とする｢窮余の策｣ (松井茂記『情報公開法』 (一九九六年)七三頁)ないし
｢妥協の産物｣ (金子正史｢情報公開審査会の機能と課題｣法律時報七〇巻六号(一
九九八年)三五頁)とされている(論議の詳細については､石村善治編『情報公開』
(一九八三年)二三三頁以下〔川上宏二郎〕参照)｡もっとも､そのような制約の
無い国の情報公開制度においても､情報公開審査会は諮問機関として構成されてお
り(行政機関の保有する情報の公開に関する法律第-八条)､ ｢第三者に完全に判断
権を委ねることとすると､開示､不開示の判断には裁量問題もあるところから､行
政責任の所在が不明確になる｣ことがその理由とされている(塩野宏『行政法Ⅰ 〔第
二版増補〕』 (一九九九年)三〇四頁)｡
(24)とくに､兼子仁-堀部政男｢《対談》情報公開と救済制度｣法学セミナー増刊『情
報公開と現代』 (一九八二年)三六貢以下[兼子発言]参照｡
(25)古居侍治『地方公共団体の行政組織』 (一九七七年)二六三貢｡
(26)平成一一年法律第八七号(いわゆる地方分権一括法)による改正前の地方自治法
別表第七｡津軽芳三郎｢附属機関について(-)｣自治研究三六巻七号(一九六〇
年)一〇九頁､一一五頁｡また､塩野･前出注(1)一五一頁をも参照｡
(27)ここで紙幅の関係等から言及することのできない｢必置規制｣の概念および沿革
をも含め､地方分権研究会｢必置規制･基準検討グループ中間報告｣月刊自治研一
九九七年七月号六四頁以下参照｡なお､本稿では､法律による自治組織権-の介入
という角度からこの間題をとりあげているが､必置規制は､地方自治法および個別
法令によるものだけでなく､通達･補助要綱等に根拠をもつものも少なくない｡
(28)東京都企画審議室等『国の関与を受けている事務調査及び必置規制等に関する調
査報告書』 (一九九五年三月)四六貢以下｡
(29)これに対する評価として､自藤博行｢必置規制｣法学教卓二〇九号(一九九八年)
一八頁以下参照｡
(30)松永邦男｢地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律について｣
法学教室二二九号(一九九九年)五六頁｡
三　自治体行政組織に関する議会の組織編成権と長の組織編成権
1　議会と長の二元代表制と組織編成権の帰属
自治体は､憲法および地方自治法の定めるところにより､その基本的な組織構造として､
首長主義(住民公選による議会と長の二元代表制)と執行機関の多元主義(執行機関とし
ての長･委員会･委員の併存による行政権の分散制度)を採用している(31)｡議会につい
ては､その委員会の設置は条例事項であり､議会が会議規則を定めることになっている(同
法第一〇九条～第--○条､第一二〇条)｡法律の枠内で､鼓会の自律的な組織編成権が
認められているといえよう｡
これに対し､行政部門に属する執行機関､とくに長に直属する内部部局(以下､首長部
局という)については､留意すべき問題がある｡首長部局に係る自治組織権が認められて
いたとしても､これを条例によって定めるものとすることは､基本的に､長の組織編成権
を奪うこととなる点である｡
国家行政組織であると自治体の行政組織であるとを問わず､一般に､行政組織について
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は､基本的に議会がそのあり方を決定すべきであるか､行政組織の最高機関等のしかるべ
き行政機関自身が決定すべきであるか､という国･自治体の統治機構内部における行政組
織編成権の帰属(権限分配)をめぐる問題が存在する｡
この点､国家行政組織について声､基本的に､いわゆる行政組織法律(制定)主義が採
用されている(32)｡少なくとも､内閣･府･省･委員会･庁の設置と所掌事務については
法律(内閣法･各設置法等)で直接に定められなければならない､というのがこれまでの
一致した学説･実務解釈と思われる｡伝統的な法治主義観に立脚し､国民に対して活動す
る権限を有する行政機関は法律をもって定めることを要するという立場からのものもある
が､今日､多くの論者が論拠とするのは､大日本帝国憲法から現行憲紘-の移行にともな
い､天皇の官制大権が否定されて国会中心主義(｢民主的統治構造｣)が採用された一行政
組織編成権分配原則の民主主義的転換-ということである(33)｡各設置法等を受けて内
部部局等の細目について定める組織令(政令) ･組織規程等(省令)は､一現行憲法の下
においては､一般に､独立命令の存在が否定されていると考えられていることもあって-
通常､当該法律の委任命令･執行命令と解されている(34)｡
これに対し､自治体組織､とりわけ首長部局については､民主主義的正統性･自治体組
織の基本構造という点から見ても､当然に､行政組織編成権の議会-の原則的帰属を語る
ことはできない｡自治体組織原理として議会中心主義が採用されているともいえず(35)､
二元代表制の下で､長は読会に勝るとも劣らない民主主義的正統性を有するからである｡
自治組織権のあり方として､一般的に自治体組織条例主義を採用することは､長等の行政
組織編成権を否定するものとして､民主主義的観点からも問題が無いとはいえない点に留
意しなければならない｡
2　首長部局に係る組織編成権の帰属
では､現行法上､首長部局の編成権は原則的にいかなる機関に属することとなっている
のだろうか｡この点については､一見矛盾する二つの見解がある｡地方自治法第-五八条
を示して　r行政組織の条例主義｣がとられているとする見解(36)と､ ｢地方自治法は､一
般に､長に行政組織権を与えている｣という説(37)がそれである｡
しかし､首長部局に関する同条の定めを見るかぎり､両見解ともにそれなりの理由があ
る｡たしかに､都道府県の｢局部｣ ･市町村の｢部課｣については条例で定めるものと明
記されており(同条第-項･二項･七項)､首長部局の基本構造を定めるのは｢条例｣の
所管となっているが､他方､局部の下の｢分課｣は知事が設けることができるとされてお
り(第六項)､首長の所掌事務に係る第一次的分掌組織は条例事項であっても､その下の
分掌組織については､市町村の首長部局をも含め､長の組織編成権が認められていると解
することができるからである｡しかも､条例事項についても､ (第-項の場合を除き)当
該条例の発議権は長に専属するものと解されている(38)｡現行法上､首長部局について
条例主義を原則とする見解をとったとしても､長の規則制定には常に条例の委任を要する
ものではない点をも考慮すると､少なくとも分掌組織の細目については長の自律的な組織
編成権を否定することはできない｡逆に､首長部局に関する限り､長の組織編成権から出
発して､例外的に条例所管事項が法定されていると見ることも全く不可能ではなかろう｡
(31)塩野･前出注(1)一四四頁以下｡
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(32)田中二郎『新版行政法中巻〔全訂第二版〕』 (一九七六年)一四貢は､この点を｢国
民主権の原理｣に基づく帰結として論じている｡
(33)以上､塩野･前出注(1)九貢以下､稲葉馨『行政組織の法理論』 (一九九四年)
二四五頁以下参照｡　-
(34)田中･前出注(32)一四頁､および､この点に関する塩野説の特色も含め､稲葉馨
｢内閣･国家行政組織制度｣公法研究五九号(一九九七年)一六五貢参照｡
(35)むしろ､ ｢議会と長との制度的関係は､全体としては､比重が長の側にある｣ (塩
野･前出注(1)一五四貢)とされている｡
(36)塩野･前出注(1) -○～-一斉｡
(37)藤田･前出注(4)二〇六頁｡
(38)長野･前出注(20)四六九頁｡
四　附属機関条例主義をめぐる問題
1　法定外審議会
( 1 )法定外審議会の設置状況
すでに述べたように､執行機関の附属機関については､長のそれを含め､ ｢法律又は条
例の定めるところにより｣設置することとされている｡これによって､法律･条例に根拠
をもたない附属機関(法定外附属機関)の設置が禁止されると共に､自治体が任意に条例
を制定して附属機関を設置すること(自治組織権)が認められている｡
しかし､このようないわばフォーマルな附属機関のほかに､法定外審議会が多数設置さ
れている｡すでに約二〇年前に｢市町村の審議会の設置根拠は､府県に比べて条例の割合
が小さく､規則あるいは規程の占める割合が大きいといえる｡そして､なかには要綱､要
領に基づく審議会もある｣との指摘がなされていた(39)が､･県においても､たとえば､最
近(一九九九年一〇月一日現在)の宮城県における｢附属機関等に関する調査｣によれば､
計一六九機関のうち､法令･条例によらない｢要綱等により設置されている懇話会等｣が
九八機関にのぼっている(40)｡また､一九九五年時点での新潟県を対象とする調査によ
れば､法定附属機関が七五に対し､法定外附属機関が一九三にも達している(41)｡
(2)法定外審議会をめぐる争訟
そのような状況の中で､法定外審議会を法令や条例に根拠を持たない違法な｢附属機関｣
とし､これに関連づけて住民監査請求･住民訴訟を提起する事例が散見されるようになっ
ている｡これまでに知りえた若干の例をあげておこう｡
①福島県昭和村の｢リゾート開発計画審議委員会設置要綱｣により設置された同委員会
について､同村監査委員は､それが地方自治法第-三八条の四第三項にいう｢審議会｣に
当たると藩定し､ ｢条例で定めるべきと判断し､是正を求める｣と共に､村長に対して､
同委員会の運営に関する経費の返還等を求めた　く四昭監第七〇号･一九九二年五月二二
日)｡
②イヌワシ生息地の｢最後の砦｣とされる奥只見地域における新潟県等の開発計画がイ
ヌワシに及ぼす影響等を検討するために｢要領｣によって設置された新潟県｢イヌワシ等
希少鳥類検討委員会｣について､同委員会の設置は法律･条例に根拠のない違法なもので､
｢その運用に係る経費は違法な公金支出｣であるとして､自然保護団体のメンバーが一九
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九六年七月二九日に提起した住民監査請求(既出分の補填と将来の支出の差し止め勧告を
求める)について､同県監査委員は､同委員会は地方自治法第一三八条の四第三項の｢附
属機関｣に該当しないとの見地等から請求には理由がないとした(監委第九〇号･一九九
六年九月二六日)｡しかし､請求者はこれを不服として同年一〇月､新潟地方裁判所に住
民訴訟を提起した(平成八年(行ク)第-〇号損害賠償請求事件一執筆時係属中)｡
③名古屋地方裁判所平成一〇 (一九九八)年一〇月三〇日判決(平成八年〔行ウ〕第六
号一未公刊)は､市議全員をメンバーとする｢市政調査会｣について､それが市長の諮問
に応じて市政に関する重要事項を調査審議するもので｢附属機関｣に該当するにもかかわ
らず､条例ではなく市長の内部規定によって設置されているため｢違法である｣と断じて
いる(ただし､当時の市長等に対する損害賠償請求については､ ｢市政調査会｣が五〇年
以上にわたって存続してきたことなどから､違法であったことについて被告らにおいて静
識し得たとはいえないとし､審議員に対する調査活動分の費用弁償を議会費から支出した
会計区分違反を理由とする請求のみを課容した)｡
2　地方自治法第-三八条の四第三項の意義
(1)一九五二年改正の趣旨
｢元来､附属機関なるものは､執行機関の行政執行の便宜のために設置されるものである
から､従前(本条は､昭和二七年法律第三〇六号によって新設されたものである｡)､その
設置は当該執行機関のもつ執行権限のうちに当然含まれているものと解されて､法令に特
別の定めのない限りは､各執行機関が規則その他の規程で任意に附属機関を設置すること
ができるものとされていたのであるが､附属機関といえども､普通地方公共団体の行政組
織の一環をなすものであるから､普通地方公共団体において任意に設置しようとするとき
は､すべて条例で定めねばならないこととされ､各執行機関限りで任意に設置しうるとい
う従前の建前は改められた｣ (42)｡
この説明からも明らかなように､一九五二年の地方自治法改立(執行機関｢通則｣ 〔第
一三八条の二～第-三八条の四〕の追加など)前は､執行機関の附属機関(もっとも当時
はこの名称自体定められていなかった)設置について､当該執行機関の組織編成権が及ぶ
ことが自明とされていた｡同年の改正は､その組織編成権を議会に移管したものと見るこ
とができるが､問題は､移管することにどのような合理的な理由が存在するかという点に
ある｡右の説明では､自治体r行政組織の一環をなすものであるから｣という理由があげ
られているが､それならば首長部局についても､長の組織編成権はおよそ認められないと
いうことになるはずであり､そうだとすると前述の現行法のあり方とも矛盾することにな
らざるを得ない｡もっとも､そこでいう｢組織｣とは､ ｢公共団体の職員のみで構成され
るような内部的な事務処理体制｣を含まないと解する(43)こともできないではない｡し
かし､先に見たように､ (職員だけで構成される)首長部局についても一定の範囲で条例
によることとされているから､ ｢内部的な事務処理体制｣か否かを基準として条例事項と
長の所管事項とを区分することにも､説得力がないように思われる｡
右改正の立法者意思については､法案審議が行われた第-三回国会における提案理由･
質疑を見ても､判然としない(自治庁編『改正地方制度資料第八部』参照)｡ただ､自治
庁(当時)関係者による解説には､当時｢雑然と無計画に設置され､相互の連関もさして
顧みられていない｣という実情にあった執行機関に関する規定を整備することと併せて､
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多種多様で､設置根拠･性格等にも不分明のものが多かった附属機関に関しても規定の整
備をー図った(第-三八条の四･第二〇二条の三)旨の記述がみえる(44)｡また､当時の
自治庁行政課長は､ ｢附属機関といえども､普通地方公共団体の組織の一環をなすもので
あり､その限りにおいて､従来､本法と関係なしに､各個別法乃至は各行政機関の便宜に
より適宜の形式で設置されていた附属機関を通ずる原則を本法中に規定することは､本改
正の趣旨に照らしても必要なことと云はなければならない｡本項はこの趣旨より出でて､
執行機関の附属機関は､すべて法律又は条例に根拠を有さなければならないこととされた｣
と述べている｡そこにいう｢本改正の趣旨｣としては､自治体組織の簡素化･運営の合理
化･事務処理の能率化などがあげられている(45)｡結局､附属機関の性格を明確にしつ
つ､その濫設を防止し､現に多数設置されている従来の｢附属機関｣を整理するという意
図が､立案関係者にはあったのではないかと推測される(46)｡一
(2)附属機関条例主義の得失
いわゆる審議会等の附属機関については､行政の民主化(住民参加の一形態) ･公正化
や専門的知識･技術の導入を主たる目的として設置されるものでありながら､他面では､
行政側の隠れみの的役割による行政責任の不明確化･濫設による行政運営の非能率化･委
員人選の不公正や非民主性･運営の不透明性などの問題点も指摘されている(47)｡
附属機関条例主義には､そのような問題の発生を防止するため議会が統制機能を果たす
という点からは､一応､積極的な意義を認めることができるであろう(48)｡しかし､他
面において､長の組織編成権-の過度の制約となり､かえって法定外審議会｢濫設｣の一
因となっているのではないかとも思われる｡長と住民とが直接結びつく住民(市民)参加
型審議会に対しては､なお議会側に忌避的候向が見られる自治体も少なくないのではなか
ろうか｡また､地方自治法第二〇二条の三第二項により､附属機関の｢構成員は､非常勤
とする｣となっているが､これも､格式張らないボランティア型市民参加の推進を図ると
■
いう視点からは､画一的すぎるとの批判を受けている(49)｡国家行政組織法第八条の審
議会等についても､一九八三年の改正(昭和五八年法律第七七号)により､ ｢行政需要の
変化に即応した効率的な行政の実現に資する｣との観点からではあるが､法律のみならず
政令による設置が可能となった(50)ことも考慮に催しよう｡
3　附属機関条例主義の検討
附属機関条例主義は､自治組織権を否静するものではない｡それ自体に一定の合理性が
あるかぎり､これを達意と断ずることは困難と思われる｡そこでここでは､以上のような
問題意識から､現行法の枠内で長の行政組織編成権に可能な限り配慮する立場に立って､
条例主義の｢例外｣を検討し､またその射程を画する試みを行うこととしたい｡
(1)条例主義の例外
条例主義の例外としては､数ヶ月程度の間に集中的審議を委ねるもので､緊急性を要す
る審議会については､長単独での設置を認める余地がないかということが考えられないで
はない｡このようなケースはそう生ずるものではないから､濫設の幣もほとんどなかろう｡
この点､行政実例は､ ｢附属機関たる性格のものであれば､名称のいかんを問わず､また､
臨時的､速急を要する機関であってもすべて条例によらなければ設置できない｣ (一九五
二年一一月一九日自行行発第-三九号､行政課長回答)とした上で､ ｢急を要し銭金を召
集して条例を制定する暇がないときは､第一七九条第一項の規定により長において専決す
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ることができる｣と述べている｡長の専決処分による条例の制定改廃は､条例制定権が議
会の基本的権限に属するものであるところから､原則として避けるべきであると考えるが､
条例主義との形式的整合性を保ちつつ､実質的にその例外を許容するため､少なくとも緊
急を要する附属機関の設置についてはこれを認めることができるように思われる｡
(2)条例主義の射程
そもそも｢附属機関｣に当たらないものであれば､類似機関であっても､先に述べた､
二元代表制下における長の行政組織編成権の位置付け､および首長部局をめぐる組織編成
権に関する現行法のあり方との類比において､その所掌事務に関するものである限り､長
の組織編成権を認めることができよう(51)｡そうであるとすれば､ ｢審査､諮問又は調査
のための機関｣としての審査会･審議会･調査会等(以下､ ｢審議会｣とする)の外延を
どのように画するかによって､条例主義の射程が決まることとな一る｡
~まず､当該機関がどのような問題を扱うかという所掌事務の内容によって判別するのは､
困難であろう｡行政実例が､同じ｢法令審査会｣について､それが｢職員だけで構成され
ている場合｣には附属機関に当たらないとしつつ､大学教授･弁護士等の｢部外者｣を加
えれば｢条例をもって定めるべき｣としている(一九五三年一月一六日自行行発第-三号､
行政裸長回答)のも､同様な趣旨と解することができる｡もっとも､自治体の意思形成プ
ロセスにおける位置付けという角度から所掌事務(役割)を問題とすることは､ひとつの
目安として考慮に値すると思われる｡すなわち､企画･立案のテーマ選択や要否決定等の
ための極めて初動段階での情報収集の一環か､一定の課題解決に向けた企画･立案過程の
一環かという区別がそれである｡少なくとも､後者のように､自治体の政策決定過程に公
式に組み込まれている審査･諮問(審議) ･調査機関については､その相対的な重要度か
らして､ ｢審議会｣に該当しないとは青いがたいであろう｡
これに対し､ ｢行政委員会とはちがって審議会にあっては､その法的根拠はさほど問題
■
ではない｡法律･条例という議会立法に根拠をもつか否かよりも､その委員構成からくる
制度的実質のほうが重要であり､その審議会の実力を示すであろう｣として､まちづくり
のための市民参加型審議会など､ ｢制度的実質｣を伴っていれば濫設･弊害防止という条
例主義の趣旨にも反しないと解していると見える見解がある(52)｡しかし､実際に動き
出してみなければ判断がつきがたい等､ ｢実質｣を基準とすると判別が困難で現行法の立
場である条例主義を形骸化させかねず､また､ ｢実力｣を伴うものほど明文の規定に即し
て扱うというのが､むしろ筋なようにも思われる｡
次に､より形式的観点からのアプローチが考えられよう｡
たとえば｢一定事項について提言を出すまでの臨時的･一時的な住民参加会議組織なら
ば､常設の機関とはちがい『附属機関』と見る必要なく､条例によらず要綱設置で合法｣
と解することができ､ ｢そのほうが弾力的な住民参加行政にふさわしい｣との見解がそれ
である(53)｡ ｢常設｣性をメルクマールにする､ひとつの成り立ち得る考え方であるが､
｢臨時的･一時的Jとはどの程度を指すのか必ずしも明確で埠ないこと(54)､また荘設
防止等の観点からはむしろ設置当初から期限つき(サンセット方式)であることが望まし
いともいえる点などを考慮すると､なお問題を残しているように思われる｡なお､要綱行
政との関係で｢要綱設置｣とされる例が少なくないと思われるが､せめて組織については
明文法制(附属機関条例主義)により即した法根拠を与えるべきである､ともいえよう｡
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そこで､別の形式的判別基準として､合議制機関か否かをメルクマールとすることが考
えられる｡ ｢附属機関｣には､自治紛争処理委員(一九九九年改正前は自治紛争調停委員)
も含まれているところから､そのすべてが合議によるものとはいえない｡しかし､自治体
における｢附属機関｣として通常念頭におかれているのは｢審議会｣であり､それは国家
行政組織法第八条の｢審議会等｣-と同様､ ｢合議制の機関｣として理解されている(55)｡
法定外審議会の問題も､それが合議体たる｢審議会｣の実態をもつものでありながら､法
律･条例に根拠を置かない点に由来している｡そこで､長の組織編成権を活かす方向での
ひとつの解釈の可能性として､ (自治紛争処理委員を除き)一九五二年改正により条例主
義の対象とされた｢附属機関｣とは執行機関に置かれる厳格な意味での合議制機関のみを
指すと解することができないであろうか｡執行機関に置かれる類似機関ながらそのような
合議制機関に該当しないものは､同年改正前の原則に戻って､長による設置を可能と見る
わけである｡
合議制機関の法的特徴は､合議制機関自体が､各メンバーの権限やその単なる集積にと
どまらない､独自の権限を有する点にある｡議事手続の存在や､多数意見･少数意見併記
方式をも含めて､機関(組織)としての意見のとりまとめが行われるような場合には､そ
れに該当する｡他方､住民参加的なものも含め､広い意味でのヒアリングにとどまる会合､
職員と外部有織者等との勉強会や研究会といったものでも､ ｢会｣としてのまとめ･結論
を出すようなものでなければ(各自がそれぞれに分担執筆して一冊の報告書を作成するよ
うな事例をも含め)法定の｢附属機関｣たる合議体には当たらないといえるであろう｡
なお､長による類似機関の設置が認められるとしても､条例主義との均衡上､長の規則
による設置が筋と思われる｡
(39)加藤幸雄｢地方の審蔑会の現状と問題点｣地域開発一九七八年二月号四六貢｡
(40)ただし､県職員のみで構成されているもの､県を当事者とする協定･規約等に基
■
づいて設置されたもの､単なる連絡･調整のための会議は｢懇談会等｣に含まれて
いない｡
(41)市民新党にいがた『新潟県の審議会等附属機関に関する調査報告』 (一九九七年)
二頁｡この数字は､県諌会事務局を通じての調査および県議会決算委員会に提出さ
れた『平成七年度普通会計決算資料(別冊)』をもとに算出されたものである｡ち
なみに､一九九八年四月二一日の新潟日報では､新潟県の法定附属機関は八五､ ｢私
的諮問機関は百前後あるが､ 『一度きりで終わる会議もあり調査するたびに数が変
わるので正確な機関数は把握できない』 (県人事課)｣とされている｡
(42)長野･前出注(20)四〇四頁｡
(43)地方自治制度研究会『全訂注釈地方自治関係実例集』 (一九七九年)四六八頁｡
(44)宮滞弘-岸昌｢改正地方自治法解説｣自治研究二八巻九号(一九五二年)六〇頁､
八一頁｡
(45)長野士郎『改正地方自治法逐条解説』 (一九五二年).二四頁以下､八三貢｡
(46)津軽･前出注(26)一一六貢は､一九五二年改正により､附属機関の｢乱設を抑
え､構成員､事務処理についても簡素化されることになった｣とする｡
(47)高部正男編著『執行機関･新地方自治法講座⑦』 (一九九六年)二五二貫以下〔木
村俊介〕､田中守｢地方公共団体における審議会制度の意義と問題｣都市問題研究
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二三巻四号(一九七一年)一八頁以下参照｡
(48)神長勲｢自治体における諮問行政の諸問題｣法律時報五八巻一号(一九八六年)
六〇頁が､一九五二年改正による附属機関条例主義の導入について｢法律による行
政の原理を､ひとり行政作用にかんしてのみではなく､行政組織にかんしても及ぼ
そうとする考えによるもの⊥とするのは､おそらく､このような趣旨であろう｡
(49)原･前出注(3)六四頁o
(50)増島俊之｢国家行政組織法改正の意義(下)｣自治研究六〇巻三号(一九八四年)
二〇貢以下参照｡
(51)ちなみに､地方公務員法第三粂第三項第二号は､特別職のひとつとして｢法令又
は条例､地方公共団体の規則若しくは地方公共団体の機関の定める規程により設け
られた委員及び委員会(審議会その他これに準ずるものを含む｡)の構成員の職で
臨時又は非常勤のもの｣をあげており､この規則･規程に基づく｢委員､委員会等｣
には執行機関や｢附属機関｣は当たらないが､ ｢各執行機関の規則や訓令などで設
ける私的な研究会等で外部の者に委嘱を行ったものなどがこれに該当する｣ (鹿児
島重治『逐条地方公務員法〔第六次改訂版〕』 (一九九六年)三二貫)とされている｡
(52)兼子仁｢審議会･公聴会･委員会と住民参加｣田口-都丸-室井編『自治体間題
講座第二巻･自治体の行政管理』 (一九七九年)一五七頁以下｡なお､この見解は､
本稿の分類でいえば､条例主義の例外を許容する説､ということになろうか｡
(53)兼子･前出注(22)一〇九頁｡前記の平成一〇年一〇月三〇日名古屋地裁判決も､
注(51)にあげた地方公務員法の規定がその｢存在を前提と｣している法令･条例
に基づかない｢法定外の私的諮問機関｣について､ ｢迅速な行政対応をすることを
目的として､限定された諮問事項につき､短期的に諮問を受けることを予定したも
の｣に限られるとしている｡
(54)兼子･前出注(22)一〇九頁は､ ｢住民委員が全員一任頑で交代する合議体なら臨
時的組織と解する余地がある｣とする｡
(55)高部･前出注(47)二五三頁､古居･前出注(25)二六三貢､秋田･前出注(6)三
五五頁｡津軽･前出注(26)は､自治紛争調停委員(当時)も合議によることがあ
るため､附属機関を｢合議制機関またはこれに類するもの｣ (一一三頁)､ ｢合議制
または独任･合議の混合制機関｣ (一一五頁)としている｡
五　おわりに
以上､自治組織権の意義､国家法(法律)による自治組織権自体-の介入および地方自
治法上の｢附属機関｣条例主義の問題点について考察してきた｡首長関係組織について､
法律が条例主義を採用することは､長の組織編成権を制約･剥奪するという側面があり､
その意味では､条例主義自体が自治組織権のあり方に介入するものである､ともいえよう｡
本稿では､附属機関条例主義を実質的に緩和する解釈論的な嘩封を行ったが､結局のとこ
ろ､現行法の建前を前提とする限り､実務上の制約はなお大きいといわざるを得ない｡も
とより､現に多数設置されている法定外審議会を無条件に擁護しようとするものではない
が､むしろ､立法論の視点から､附属機関条例主義自体の見直しをはかり､法定外審議会
の整理につとめながら､その設置根拠に係る不明瞭さを払拭することが必要であろう｡
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